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京大東アジアセンターニュースレター   第 475号   




















2013 年 7 月 13 日(土) 13 時 30 分 














司会  京都大学大学院経済学研究科 教授 宇仁宏幸 
 
13:30-13:40 
挨拶：京都大学大学院経済学研究科 研究科長 教授 植田和弘 
  
13:40-14:40 
国士舘大学 21世紀アジア学部 教授 平川 均 
「世界経済の構造転換―NIEs段階から PoBMEs 段階へ」 
 
14:40-15:40 














     
17:00-18:30 
懇親会 於時計台記念館 2階国際交流ホール 
司会 大和ハウス工業株式会社顧問/東アジア経済研究センター協力会理事 河合司二 




































■東京会場  2013 年 7 月 20 日(土) 13 時 30 分 
 
     京都大学東京オフィス（品川インターシティＡ棟 27 階） 
 
 
総合司会  京都大学大学院経済学研究科  教授 諸富 徹 
13:30-13:40 






   
13:40-14:20  講師紹介と挨拶 京都大学大学院経済学研究科 研究科長 教授 植田和弘 
 




特別講演 ：太陽光発電技術研究組合 理事長 桑野幸徳 
             「太陽光発電産業の過去・現在・未来」  
                       （10分休憩） 
講演とパネルディスカッション 
 
15：10-15:25  京セラ株式会社   ソーラーエネルギー事業本部  主幹技師  本多潤一 
               「スマート社会が変える太陽光発電の普及」 
15：25－15：40  日新電機株式会社  新エネルギー・環境事業本部  エンジニアリング部長 井筒達也 
                「太陽光発電所におけるＰＣＳ・連系設備への要求と対応」   
15：40-15:55  三菱電機株式会社   
  15：55-16:35 
植田和弘教授と各社講演者とで「太陽光発電産業の将来についてのディスカッション」 
 




懇親会          会場：京大東京オフィス（同じ場所） 
司  会  京都大学経済学研究科 特任教授/東アジア経済研究センター協力会 理事 宇野 輝    
開会挨拶  京都大学大学院経済学研究科  教授 諸富 徹  





























会場 京都大学法経済学部東館地下 1 階みずほホール 
 
［シンポジウム］ 












率協会事務局（後藤）迄ＦＡＸ（06-6948-5666）又は E-mail(oma@crux.ocn.ne.jp )で 7 月








を去る 3 月 15 日に出版し、協力会会員の皆様には、4 月に謹呈させていただきました。現在、
八重洲ブックセンターや紀伊國屋書店グランフロント大阪店等で平積みにされて販売されて
いるほか、全国のジュンク堂書店やブックフアースト等で市販されており、3,000 部出版し














  １．記念講演会 (下記の大阪能率協会 7 月例会に参加 ) 
日  時： ７月１９日（金）  １４：００～１６：３０ 
場  所： 大阪産業創造館  ６F AB 室   
(大阪市中央区本町 1-4-5､℡06-6264-9888 地下鉄堺筋線  堺筋本町駅   
⑫番出口東ﾍ徒歩約 5 分 ) 
演  題： 「アメリカのアジア戦略と TPP」 〜日本の取るべき対応〜 
講  師： 谷口   誠  氏  
         桜美林大学北東アジア総合研究所  特別顧問、元国連大使   元 OECD 事務次長  
      会  費：協力会会員 1,000 円   会員外 1,500 円  
   ２．｢激動するアジアを往く｣ 出版記念会  (（社）大阪能率協会との共催による) 
日  時： ７月１９日（金）  １８：００より約２時間  
場  所： 大阪商工会議所  ６階   ニューコクサイ 末広の間  
      (大阪市中央区本町橋 2-8 ℡06-6944-6268 地下鉄堺筋本町駅  
       ⑫出口より東へ徒歩 7 分 ) 
             （会場へは幹事がご案内します） 
        会   費  ：5,000 円  
 
記念講演会 と 出版記念会 参加申込書  
社団法人  大阪能率協会  アジア・中国事業支援室  宛   
ＦＡＸ: 06-6948-5666  （７.１９）     ご参加の会の枠内に○をご記入下さい。 
                記念講演会、出版記念会共出席・・・・・・・・・ 
                記念講演会のみ出席   ････････････････・ 
                出版記念会のみ出席    ････････････････ 
貴社名と出席者ご氏名                                       
ご出席個人名                                       
京大東アジアセンター協力会  会員以外の方  
  貴社名と出席者ご氏名                                        
  ご出席者個人名                                             
ご住所 (〒    ―      )     Tel:                    Fax:                  





































のうちミャンマー域内が 793 キロ。2010 年に着工していた。ミャンマー国境沿いの雲南省瑞麗市を経て、雲南省や
重慶市、貴州省、広西チワン族自治区などにガスを送る。年間 120 億立方メートルの輸送が可能で、中国の 12 年
の天然ガス輸入量である 425 億立方メートルの４分の１に匹敵する。中国とミャンマー間では全長 1,100 キロの原油


























































































































































































2005 年 10.4  12.9 1.8 27.2 1020 28.4 17.6 0.8 ▲0.5 17.6 9.3 
2006 年 11.6  13.7 1.5 24.3 1775 27.2 19.9 ▲5.7 4.5 15.7 15.7 
2007 年 13.0 18.5 16.8 4.8 25.8 2618 25.7 20.8 ▲8.7 18.7 16.7 16.1 





2009 年 9.1 11.0 15.5 1.9 31.0 1961 ▲15.9 ▲11.3 ▲14.9 ▲16.9 27.6 31.7 
2010 年 10.3 15.7 18.4 3.3 24.5 1831 31.3 38.7 16.9 17.4 19.7 19.8 
12 月 9.8 13.5 19.1 4.6 20.4 131 17.9 25.6 9.2 -13.3 19.7 19.9 
2011 年 9.2            
1 月   19.9 4.9 23.7 65 37.7 51.4 16.6 11.4 17.3 16.9 
2 月  14.9 11.6 4.9 － -73 2.3 19.7 -10.9 32.2 15.7 16.2 
3 月 9.7 14.8 17.4 5.4 31.2 1 35.8 27.4 10.5 32.9 16.6 16.2 
4 月  13.4 17.1 5.3 37.2 114 29.8 22.0 8.2 15.2 15.4 15.8 
5 月  13.3 16.9 5.5 33.6 130 19.3 28.4 12.1 13.4 15.1 15.4 
6 月 9.5 15.1 17.7 6.4 11.8 223 17.9 19.0 6.6 2.8 15.9 15.2 
7 月  14.0 17.2 6.5 27.7 315 20.3 23.0 2.7 19.8 14.7 15.0 
8 月  13.5 17.0 6.2 33.4 178 24.4 30.4 6.4 11.1 13.6 14.8 
9 月 9.1 13.8 17.7 6.1 27.3 145 17.0 21.1 -3.5 7.9 13.1 14.3 
10 月  13.2 17.2 5.5 34.1 170 15.8 29.1 -0.6 8.7 16.7 14.1 
11 月  12.4 17.3 4.2 21.4 145 13.8 22.6 -12.9 -9.8 16.2 14.0 
12 月 8.9 12.8 18.1 4.1 5.7 165 13.3 12.1 -15.4 -12.7 17.3 14.3 
2012 年             
1 月    4.5 25.3 273 -0.5 -15.0 4.6 10.8 16.6 14.8 
2 月  21.3  3.2 － -315 18.3 40.3 38.7 -0.9 17.8 15.0 
3 月 8.1 11.9 15.2 3.6 21.1 53 8.8 5.4 -6.5 -6.1 18.1 15.7 
4 月  9.3 14.1 3.4 19.2 184 4.9 0.4 -26.1 -0.7 17,5 15.4 
5 月  9.6 13.8 3.0 21.0 187 15.3 12.7 -6.1 0.0 17.9 15.7 
6 月 7.6 9.5 13.7 2.2 21.8 317 11.3 6.3 -16.3 -6.9 18.5 16.0 
7 月  9.2 13.1 1.8 20.6 251 1.0 5.7 -7.8 -8.6 18.9 16.0 
8 月  8.9 13.2 2.0 19.4 267 2.7 -2.7 -12.7 -1.4 18.4 16.1 
9 月 7.4 9.2 14.2 1.9 23.1 277 9.8 2.3 -6.4 -6.8 19.8 16.2 
10 月  9.6 14.5 1.7 22.4 320 11.5 2.2 1.8 -0.2 14.6 15.9 
11 月  10.1 14.9 2.0 20.0 196 2.8 -0.1 -8.7 -5.4 14.5 15.7 
12 月 7.9 10.3 15.2 2.5 18.8 316 14.0 6.0 -7.8 -4.5 14.4 15.0 
2013 年             
1 月    2.0 20.8 291 25.0 29.0 -12.4 -3.4 15.9 15.4 
2 月    3.2  153 21.7 -14.9 -35.6 6.3 15.2 15.1 
3 月 7.7 8.9 12.6 2.1 21.5 -9 10.0 14.2 -19.7 5.7 15.7 14.9 
4 月  9.3 12.8 2.4 19.8 182 14.6 16.6 13.9 0.4 16.1 14.9 




されたい。また、(  )内の数字は 1月から当該月までの合計の前年同期に対する増加率を示している。 
  3. ③「消費財小売総額」は中国における「社会消費財小売総額」、④「消費者物価指数」は「住民消費価格指数」に対応
している。⑤「都市固定資産投資」は全国総投資額の 86%（2007 年）を占めている。⑥―⑧はいずれもモノの貿易であ
る。⑨と⑩は実施ベースである。 
出所：①―⑤は国家統計局統計、⑥⑦⑧は海関統計、⑨⑩は商務部統計、⑪⑫は中国人民銀行統計による。 
 
